
地方財政の危機

と財源配分の問

題

１

が，市はそこに新しく学校，道

路，上・下水道などを建設しな

なければならない。それらは毎

年の市税収入ではとうていまか

ないうる額ではない。

つぎに財政収入の面から大都市

財政の危機の原因をあげてみよ

う。まず第１に，国と自治体と

の税源配分のアンバランスがあ

る。大都市に人口と産業が集中

し，経済活動がさかんになって

も，その成果があまり市の税収

に反映しない。このため，経済

発展にともなって増大する財政

需要に財政収入がついていけな

いのである。

それでは税源配分について，横

浜の場合を例にとってもう少し

詳しくみておくことにしよう。

昭和40年度に横浜市域から徴収

された，国税，県税，市税の総

額は1,526億円であった。その

うち，国税が1,071億円で70％

と圧倒的に大きな比重を占め，

ついで県税の239億円で16％,

市税は216億円でわずかに14％

すぎない。国税は経済の好況時

には，その比重が大きくなり，

反対に市税は小さくなる。

市税の配分割合が35年度の10.

5

63

大都市財政の危機とそ

式の便所からいまだに解放され

ていない。保育所，公園，それ

に公害の問題などどれをとって

みても行政対策の遅れははなは

だしく，市民はその生活すらお

びやかされている。

こうした都市施設の整備の遅れ

一大都市財政の構造的な危機

--の原因はどこにあるのだろ

うか。まず，大都市財政の需要

の面からそれをみることにしよ

う。第１には，大都市では行政

の経費が不釣合に増大するとい

うこと。また，大都市独自の財

政需要がある。たとえば，上・

下水道，清掃施設，道路，港

湾，都市再開発，貧困や犯罪対

策など行政費の増大は，中小都

市のそれとは比較にならない。

第２には，地価の騰貴である。

たとえば，住宅建設，道路，公

園，自由空地，学校，運動場の

ような土地を必要とすることな

どの経費をはなはだしく膨大と

している。道路建設事業費の６

割から８割までが用地費であ

る。第３には，都市発展の地域

的アンバランスがあるというこ

と，たとえば勤務地と居住地の

分離によるいわゆる人口分布の

ドーナツ化現象による財政需要

の増大である。都市の中心部で

は，昼間人口と建物の密集化に

ともなって施設費や都市再開発

費がかさむ。他方郊外地では田

園・山林地区が開発されている

の原因

ロブソン教授は，その編著「世

界の大都市」で，「財政はほと

んどつねに大都市のアキレスけ

んである」といっている。そし

て，工業化・都市化が進むにつ

れて，大都市の財政需要と財政

収入のギャップが大きくなって

いく傾向に注目する。ごうした

財政問題に直面して，予算編成

者が市のサービスをほとんど不

可能なほど低い水準に落すまで

経費をきりつめなければならな

いということに，大都市財政の

構造的な危機の実態をみるので

ある，たしかにわれわれのまわ

りの都市施設をふりかえってみ

ても，その整備は十分とはいえ

ない。ふえる車に道路の建設は

追いつかないし，交通事故によ

る死傷者の数も急激にふえてい

る，下水道の整備についてみて

も，都市の大部分が，くみとり

横浜市租税配分<40年度>
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％よりもわずかながら大きくな

っている。これはこうした経済

活動の影響の現われであって，

税源の配分率が改善されたわけ

ではない。

こうした税源の偏在は，基本的

には，国税が法人税と所得税を

中心とし，市税が固定資産税と

市民税を中心としている結果で

あるといえる。なぜなら，法人

税と所得税は，経済の発展とと

もに成長する傾向をもっている

のに反して，固定資産税は伸長

性に乏しく経済の発展に即応で

きない。不動産の取引価額が課

税標準額と大きくかけはなれて

いるのをみれば，それはあきら

かである。たとえば，急速な開

発化が進んでいる港北区の北西

部の青葉台では，3.3㎡当りの

地価は，5万５千円から７万円

だといわれている。ところが，

課税上の評価額をみると380円

～660円である。これは税法の

規定によって，評価額がおさえ

られているためであり, 100坪

未満の区画であれば，免税点以

下で課税されず，市の税収には

全く寄与していないということ

になる。

こうして国税と市税の優劣の差

はますます大きくなっている。

たとえば，人口１人当りの税収

の伸びを，29年度に対する39年

度の場合についてみると，国税

は3.2倍に伸びているが，市税

は2.8倍の伸びにとどまってい

る。ただ，県税は事業税の伸び

に支えられて，大幅な伸びをみ

せている。

さらに，市の税源は，伸長性に

乏しいということと，同一の税

源であっても，市の税収にふり

むけられる割合が非常に小さい

ということがある。たとえば，

横浜市における法人課税の配分

割合をみると国が57％と圧倒的

に大きな割合を占め，県税は37

％，市税はわずかに6%にすぎ

ない。これが横浜市における税

源配分の実態である。

第２は，国の補助事業にともな

う超過負担の増大である。補助

事業の補助基準，補助単価，補

助対象が低くおさえられてい

て，自治体は多額の超過負担を

強いられている。これが自治体

の財政を圧迫し，危機の大きな

原因ともなっている。　たとえ

ば，市の42年度の超過負担額は

54億円にものぼっている。全国

の自治体を合わせると１千億円

を超えるといわれている。こう

した超過負担にたえきれず，東

京都下の武蔵野市など５市は，

国を相手どって行政訴訟をはじ

めるという。

第３には，地方交付税の算定基

準が，動態的な都市の財政需要

を十分に反映していないことで

ある。交付税の算定基準は，人

口10万人の都市を基準にしてい

るが大都市の実情にあわない。

あるていどの態容補正や，人口

急増補正を行なっているが，な

お大都市の特殊事情を補足する

までにはいたっていないのであ

る。このため，国から交付され

る交付税額が過少となる。

このほか起債の制限などの問題

がある。

こうした大都市財政の危機を打

開し，その健全化をはかるため

に多くの提案がなされている。

その骨子は，税源の再配分を行

ない，都市の自主財源の拡充を

はかるとともに，あわせて事務

の再配分を行なうということに

ある。たとえば,税源の配分につ

いて，地方制度調査会は，「地

方税財政に関する当面の措置に

ついての答申」で，「地方自治

を確立するためには地方団体が

必要とする経費の財源は，でき

るだけ地方税をもってまかなう

ことが望ましく，地方税源の充

実をはかるべきである。これが

ためには，所得税からの住民税

への税源の移譲，住民税の均等

割の税率の調整，消防施設の充

実に必要な税制上の措置，市町

村特に大都市に対する税源の充

実，市町村納付金の合理化等税

源配分の合理化，たばこ消費課

税標準算定方法等について検討

する必要がある。」といってい

る。大都市財政の窮状を救うた

めには，大都市も町や村も同一

64



ウィーンにおける分与税の配分状況＜1963年＞

の税財制制度の画一的な規制を

受けるのではなく，大都市につ

いては特別の取扱いを認めるこ

とが必要であろう。

２ オーストリヤと西ドイ

ツにおける税源配分

それでは，諸外国の事情はどう

なっているだろうか。わが国と

は対照的な財政調整制度をもつ

オーストリヤと西ドイツの税源

配分についてみてみよう。

オーストリヤの連邦と各州と市

町村との間の財源の配分方法を

規定しているのは，財政基本法

と財政調整法である。オースト

リヤでは，連邦の一般財源を各

州や市町村に配分する割合は少

なく，この三者の間で相互に税

源を配分し合うという制度をと

っている。連邦分与税の制度が

それである。連邦分与税は，連

邦が徴収し，一定の比率にした

がって，連邦，各州，市町村へ

配分する。この配分方法が，日

本の地方交付税と異なる点は地

方交付税は国の税源＜法人税，

所得税，酒税の一定割合＞を自

治体に交付するのに対して，連

邦分与税は，連邦，州，市町村

の共通の税源であるということ

である。

それでは，オーストリヤの代表

的な都市ウィーンの税源配分を

みることにしよう。分与税を構

成する税目は,申告所得税,賃金

税，取引税など10種で構成され

ている。ウィーンの区域から徴

収される分与税の徴収額＜1963

年度＞は，7,708百万シリング

で，連邦からの全徴収額の43％

に当り，圧倒的な比重を示して

いる。そのうちウィーンは2,783

百万シリングの配分を受け，全

国の徴収額に対する割合は15.4

％となる。その内訳は，ウィー

ンの州として1,518百万シリン

グ＜8.4％＞，市として1,265

百万シリング＜7.0％＞となっ

ている。

ところで，この分与税をウィー

ン市の市域から徴収されたもの

のなかでの配分割合をみると，

州として19.6％,市として16.4

％の配分を受け，残りの64％が

連邦の配分となっている。

つぎに西ドイツの税源配分につ

いてみよう。西ドイツの税源配

分については，西ドイツ基本法

に規定されている。それによる

ウィーンにおける分与税
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西ドイツの租税配分＜1964年＞

と，所得税と法人税は連邦と州

の共同の税源とされ，このほか

に連邦，州，市町村のそれぞれ

が独立の税源をもっている。

連邦税では売上税収入が50％近

くを占めてもっとも大きく，タ

バコ税，鉱油税，関税などが税

収としては大きい。州税は，自

動車税，財産税，ビール税など

が主なものである。市町村税で

は，営業税収入が90％近くの比

重を占めて圧倒的に大きい。わ

が国のように不動産税などはあ

まり大きな比重を占めていな

い。いずれにしろ西ドイツの税

源構成は，州や市町村において

も所得課税に大きな比重をおい

ているということが特徴として

あげうるであろう。

所得税と法人税は州が徴収し，

そのうちから35％を連邦へ交付

する。これは西ドイツの国家形

態が連邦国家で，統一国家とし

ての歴史が浅く，州政府の地方

権力がなお強力に残っているこ

とを物語るものであろう。この

交付率は，年々引き上げられて

おり，1964年度の比率は連邦が

39％,州が61％であった。連邦

政府は，この比率を引き上げよ

うとして，たえず州政府ともん

ちゃくを起こしている。さきの

西ドイツの財政危機からエアハ

ルト内閣が崩壊した原因の一つ

に州政府からの交付金が，連邦

政府の予算計上額に満たず歳入

欠陥となったことがあげられて

いる。わが国の自治体が，その

歳入の多くを国の財源に依存

し，国の支配のもとに身を投げ

入れていることとは大きな違い

である。

西ドイツの1964年度の租税収入

は98,061百万マルクであった。

そのうち所得税と法人税は,39

,463百万マルクで，州が61％

＜24,073百万マルク＞を収入

し，連邦へは39％＜15,391百万

マルク＞を交付する。こうした

連邦と州との調整をした後の租

税配分をみると，連邦が55.6％

と租税収入の半分以上を占め，

州が31.6％,市町村が12.8％と

なっている。わが国に比べると

州の比重が大きい。ハンブル

グ，ブレーメン，ベルリンなど

のように州と市町村の性格を合

わせ持つ特別市では，その財源

にかなりの弾力性が発揮できる

といえるだろう。

ところで，この配分率は地方に

よって大きな差がみられる。そ

れは産業構造あるいは経済構造

の違いによるものとみられてい

る。とくにハンブルグ市におけ

る市の配分率が低い。これは，

連邦の税源である鉱油税の課税

客体がハンブルグ市に偏在し，

そのため連邦の税収割合を大き

く引き上げているためである。

たとえば，全国の鉱油税収入

6,071百万マルクのうち，ハン

表4
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総政府支出にしめる地方政府支出の比重＜主と

して1952年＞

ブルグ市における鉱油税収入は

2,566百万マルクで，全国の42

％という圧倒的な比重を占めて

いるのである。

いままでみてきたところによる

と，西ドイツやオーストリヤの

市町村の税源配分は，いずれも

20％足らずで，わが国の市町村

の税源配分と類似しているかの

ようにみえる。ところが，西ド

イツやオーストリヤの総政府支

出に占める市町村の支出は20％

～29％で，わが国の市町村の支

出割合40％～49％に比べるとき

わめて低い。したがって，自治

体と国との事務分担ということ

を考慮するならば，西ドイツや

オーストリヤの市町村は，財源

的にはきわめて恵まれていると

いえる。ちなみに，西ドイツや

オーストリヤの市町村は，その

歳出の90％以上を自主財源でま

地方税

それでは，日本の地方財政は，

国際的にみてどのような特徴を

もっているのであろうか。ここ

では，地方公共団体の国際会議

であるローマ会議におけるレポ

ート「地方財政とその地方自治

に対する重要性」＜1955年＞に

もとづいた佐藤教授の研究を参

考に，それをみていくことにし

よう。

地方自治という観点から地方財

政を考える場合には，自治体が

果している役割と，その経費支

弁を自己財源によっているか

地方収入に対する地方税の比重＜主として1952

年＞

国や上級団体からの補助金に依

存しているかが検討されなけれ

ばならない。

ところで，自治体の果す役割が

大きければ，それだけ自治体の

存在意義が大きいと一応考えら

れるし，反対にその役割が小さ

ければそれだけ自治体の存在意

義はうすいと考えることができ

る。しかし，自治体の役割が単

に大きいというだけでは，必ず

しも地方自治が確立されている

とはいえない。ということは，

その業務の経費がほとんど国か

ら補助金として交付される財源

に依存し，国の″行政的な指導

監督″という名の干渉を受ける

ようでは，国の出先機関となん

ら異なるところはない。地方的

な行政は，自治体がその責任に

おいて行ない，その経費は直接

に地域住民に課した税金で支弁

表５ 表6

地方税十広義補助金

かなっているのである。地方自

治の財源的な基礎がしっかりし

ているといえる。

３ 国際的にみた日本の地

方財政の特徴
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地方財政の５つのタイプ＜グループ＞

するという行政的財政的な自主

性が保障されていて，はじめて

真の意味の地方自治が確立され

るからである。

こうした観点から，まず自治体

の役割を総政府支出に占める自

治体＜地方政府＞支出の比重を

てがかりにこれをみていくこと

にしよう。表５によると，日本

はデンマークとならんで，40～

49％台にランクされている。日

本の上位にあるのは，蘭領西イ

ンドだけである。地方自治の先

輩国とされるイギリスなどは，

２段階も下位の20～29％台にと

どまり，その比率は目本の半分

にすぎない。日本の自治体がい

かに大きな業務を担当している

かがわかる。

それでは，こうした日本の自治

体の業務の大きさは，自己財源

に裏うちされているものである

かといえばそうではない。表６

によって，自治体の収入に占め

る地方税の比重をみると，日本

は40～49％台で，その割合は標

準以下である。日本を下回る国

は，ベルギーとオランダだけ

で，オーストリヤやイタリヤの

90～100％台に比べ，その割合

は半分にすぎない。日本は，地

方歳入の大きな部分を国からの

補助金に依存しているものとみ

られる。

こうした国際的な比較からみた

日本の地方財政の特徴は，その

担当している業務の割合には自

己財源が乏しすぎ，したがって

地方自治の財政的な基礎はすで

に崩壊しつつあり，地方財政が

国の財政の一部としてくみこま

れているとみることができる。

よくいわれる国の下請機関化の

様相が表５から表７によって，

明瞭にくみとれるのである。

　自治体の財政的基礎が確立され

　ている国は，フィンランド，オ

　ランダ,ノルウェー，スエーデ

　ンなどで北欧諸国に多い。また

　オーストリヤ，西ドイツ，イタ

　リヤ，ルクセンブルグ，スイス

　アメリカ，ユ－ゴーなども，そ

　の財政的基礎がしっかりしてい

　るものとみられている。

　ところで，こうした地方政府の

　支出が高く，しかも自己財源が

　保障されている国では，その税

　源として，所得税や財産税に重

　きをおいているのが特徴的であ

　る。これに対して，地方自治の

　財政的基礎が不十分か崩壊しつ

　つあるとされる国，たとえばベ

　ルギー，イギリス，アイルラン

　ド,オランダなどは,その税源を

　固定資産税に大きく依存してい

　るということも，また特徴的で

　ある。それは，所得税が経済発

　展に即応して伸びるという伸長

　性に富んでいるのに反して，固

　定資産税が経済発展に即応でき

　ないという性格を示しており，

　そこに自治体収入の税源として

　固定資産税に大きく依存するこ

　との限界が現われている。日本

　においても，地方税源の充実を

　はかるために，所得税からの住

　民税への税源の移譲がさけばれ

　ているゆえんである。

　＜財政局管財課管財第一係長＞
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